
JP 6388023 B2 2018.9.12

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明両面粘着材を介して画像表示装置構成部材が積層されてなる構成を備えた画像表示
装置構成用積層体の製造方法であって、
　少なくとも次の（１）、（２）、（２－１）及び（３）の工程を有することを特徴とす
る画像表示装置構成用積層体の製造方法。
　（１）枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重合体からなるアクリル系共重
合体（Ａ）と、架橋剤（Ｂ）と、光重合開始剤（Ｃ）とを含有する粘着剤樹脂組成物を作
製して、該粘着剤樹脂組成物からなる粘着層を備えた単層又は多層の透明両面粘着材をシ
ート状に成形する工程。
　（２）前記透明両面粘着材を介して２つの画像表示装置構成部材を貼着して積層する工
程。
　（２－１）前記工程（２）で得られた積層物を加熱して透明両面粘着材の粘着層を加熱
溶融させる工程。
　（３）少なくとも一方の画像表示装置構成部材の外側から、活性エネルギー線を透明両
面粘着材の前記粘着層に照射し、当該粘着層を架橋させて、２つの画像表示装置構成部材
を接着させる工程。
【請求項２】
　透明両面粘着材を介して画像表示装置構成部材が積層されてなる構成を備えた画像表示
装置構成用積層体の製造方法であって、
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　少なくとも次の（１）～（３）の工程を有し、かつ、該工程（１）及び該工程（２）に
おける透明両面粘着材は、ＪＩＳ－Ｚ－０２３７（ＩＳＯ
２９８６３）に準じた保持力測定において、ＳＵＳ板に面積２０ｍｍ×２０ｍｍで貼着さ
せ、４０℃の雰囲気下で５００ｇｆの荷重をかけた時の落下時間が２０分以上であり、且
つ、７０℃の雰囲気下で５００ｇｆの荷重をかけた時の落下時間が５分未満であることを
特徴とする画像表示装置構成用積層体の製造方法。
（１）枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重合体からなるアクリル系共重合
体（Ａ）と、架橋剤（Ｂ）と、光重合開始剤（Ｃ）とを含有する粘着剤樹脂組成物を作製
して、該粘着剤樹脂組成物からなる粘着層を備えた単層又は多層の透明両面粘着材をシー
ト状に成形する工程。
（２）前記透明両面粘着材を介して２つの画像表示装置構成部材を貼着して積層する工程
。
（３）少なくとも一方の画像表示装置構成部材の外側から、活性エネルギー線を透明両面
粘着材の前記粘着層に照射し、当該粘着層を架橋させて、２つの画像表示装置構成部材を
接着させる工程。
【請求項３】
　透明両面粘着材を介して画像表示装置構成部材が積層されてなる構成を備えた画像表示
装置構成用積層体の製造方法であって、
　少なくとも次の（１）～（３）の工程を有し、且つ、下記アクリル系共重合体（Ａ）は
、幹成分として、疎水性のアクリレートモノマーと、親水性のアクリレートモノマーと、
マクロモノマーの末端の重合性官能基とがランダム共重合してなる構成を備えたものであ
ることを特徴とする画像表示装置構成用積層体の製造方法。
　（１）枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重合体からなるアクリル系共重
合体（Ａ）と、架橋剤（Ｂ）と、光重合開始剤（Ｃ）とを含有する粘着剤樹脂組成物を作
製して、該粘着剤樹脂組成物からなる粘着層を備えた単層又は多層の透明両面粘着材をシ
ート状に成形する工程。
　（２）前記透明両面粘着材を介して２つの画像表示装置構成部材を貼着して積層する工
程。
　（３）少なくとも一方の画像表示装置構成部材の外側から、活性エネルギー線を透明両
面粘着材の前記粘着層に照射し、当該粘着層を架橋させて、２つの画像表示装置構成部材
を接着させる工程。
【請求項４】
　前記粘着層を加熱溶融させる工程では、積層物を６０～１００℃の温度範囲に加熱して
透明両面粘着材の粘着層を加熱溶融（ホットメルト）させることを特徴とする請求項１に
記載の画像表示装置構成用積層体の製造方法。
【請求項５】
　前記工程（１）および前記工程（２）における前記透明両面粘着材は、未架橋状態であ
ることを特徴とする請求項１～４の何れかに記載の画像表示装置構成用積層体の製造方法
。
【請求項６】
　前記工程（３）において、架橋後の透明両面粘着材は、ＪＩＳ－Ｚ－０２３７（ＩＳＯ
２９８６３）に準じた保持力測定において、ＳＵＳ板に面積２０ｍｍ×２０ｍｍで貼着さ
せ、４０℃および７０℃の雰囲気下で５００ｇｆの荷重をかけた時の３０分後のズレ長さ
が１ｍｍ未満であることを特徴とする請求項１～５の何れかに記載の画像表示装置構成用
積層体の製造方法。
【請求項７】
　前記アクリル系共重合体（Ａ）は、前記マクロモノマーを５～３０質量％の割合で含有
することを特徴とする請求項１～６の何れかに記載の画像表示装置構成用積層体の製造方
法。
【請求項８】
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　前記アクリル系共重合体（Ａ）の枝成分としてのマクロモノマーのガラス転移温度は、
上記アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分を構成する共重合体成分のガラス転移温度よりも
高いことを特徴とする請求項１～７の何れかに記載の画像表示装置構成用積層体の製造方
法。
【請求項９】
　前記マクロモノマーのガラス転移温度は３０℃～１２０℃であることを特徴とする請求
項１～８の何れかに記載の画像表示装置構成用積層体の製造方法。
【請求項１０】
　前記アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分を構成する共重合体成分のガラス転移温度は－
７０～０℃であることを特徴とする請求項１～９の何れかに記載の画像表示装置構成用積
層体の製造方法。
【請求項１１】
　前記アクリル系共重合体（Ａ）は、幹成分として、疎水性のアクリレートモノマーと、
親水性のアクリレートモノマーとを含有することを特徴とする請求項１～１０の何れかに
記載の画像表示装置構成用積層体の製造方法。
【請求項１２】
　前記架橋剤（Ｂ）として、極性官能基を含有する多官能モノマー若しくはオリゴマーを
用いることを特徴とする請求項１～１１の何れかに記載の画像表示装置構成用積層体の製
造方法。
【請求項１３】
　前記工程（１）の代わりに、
　枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重合体からなるアクリル系共重合体（
Ａ）、架橋剤（Ｂ）及び光重合開始剤（Ｃ）を含有する粘着剤樹脂組成物を、離型フィル
ムの上に単層又は多層のシート状に成形して、粘着層を備えた単層又は多層の透明両面粘
着材を作製すると共に、
　前記工程（２）の代わりに、
　前記離型フィルムを剥がして、前記透明両面粘着材を介して２つの画像表示装置構成部
材を貼着して積層する、ことを特徴とする請求項１～１２の何れかに記載の画像表示装置
構成用積層体の製造方法。
【請求項１４】
　前記工程（１）の代わりに、
　枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重合体からなるアクリル系共重合体（
Ａ）と、架橋剤（Ｂ）と、光重合開始剤（Ｃ）とを含有する粘着剤樹脂組成物を、画像表
示装置構成部材の上に単層又は多層のシート状に成形して、当該画像表示装置構成部材上
に、粘着層を備えた単層又は多層の透明両面粘着材を作製する、ことを特徴とする請求項
１～１２の何れかに記載の画像表示装置構成用積層体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、凹凸面への追従性並びに保管安定性に優れた透明両面粘着材に関する。特に
パソコン、モバイル端末（ＰＤＡ）、ゲーム機、テレビ（ＴＶ）、カーナビ、タッチパネ
ル、ペンタブレットなどのような画像表示装置の構成部材として好適に使用することがで
きる画像表示装置構成用積層体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、画像表示装置の視認性を向上させるために、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラ
ズマディスプレイ（ＰＤＰ）又はエレクトロルミネッセンスディスプレイ（ＥＬＤ）等の
画像表示パネルと、その前面側（視認側）に配置する保護パネルやタッチパネル部材との
間の空隙を、粘着シートや液状の接着剤等で充填し、入射光や表示画像からの出射光の空
気層界面での反射を抑えることが行われている。
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【０００３】
　このような画像表示装置用構成部材間の空隙に粘着剤を用いて充填する方法として、紫
外線硬化性樹脂を含む液状の接着樹脂組成物を該空隙に充填した後、紫外線を照射し硬化
せしめる方法が知られている（特許文献１）。
【０００４】
　また、画像表示装置用構成部材間の空隙を、粘着シートを用いて充填する方法も知られ
ている。例えば特許文献２には、透明両面粘着シートの少なくとも片側に、画像表示装置
構成部材が積層してなる構成を備えた画像表示装置構成用積層体の製造方法として、紫外
線によって１次架橋した粘着シートを画像表示装置構成部材に貼合後、画像表示装置構成
部材を介して粘着シートに紫外線照射し２次硬化させる方法が開示されている。
【０００５】
　また、特許文献３には重量平均分子量が２万から１０万であるウレタン（メタ）アクリ
レートを主成分とした、２５℃における損失正接が１未満であるホットメルトタイプの接
着組成物をもちいたシートが開示されている。
【０００６】
　さらに特許文献４には、架橋性官能基を有する（メタ）アクリル系モノマーおよび特定
のマクロマーを含むモノマーを共重合させて得られる、（メタ）アクリル系ポリマーと、
架橋剤とを含む、タッチパネルの貼合に好適な粘着剤層が開示されている。
【０００７】
　また、特許文献５には、透明両面粘着シートを介して画像表示装置構成部材が積層され
てなる構成を備えた画像表示装置構成用積層体の製造方法であって、少なくとも次の（１
）及び（２）の工程を有することを特徴とする画像表示装置構成用積層体の製造方法が開
示されている。
（１）　粘着剤組成物を単層又は多層のシート状に形成し、これを紫外線架橋して１次硬
化させることにより２次硬化前透明両面粘着シートを形成する工程。
（２）　２次硬化前透明両面粘着シートを介して２つの画像表示装置構成部材を積層した
後、少なくとも一方の画像表示装置構成部材側から紫外線を照射し、この部材を介して、
前記２次硬化前透明両面粘着シートを紫外線架橋して２次硬化させる工程。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】国際公開２０１０／０２７０４１号公報
【特許文献２】特許第４９７１５２９号公報
【特許文献３】国際公開２０１０／０３８３６６号公報
【特許文献４】特開２０１３－１８２２７号公報
【特許文献５】特開２０１２－１８４４２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　粘着シートを使用して画像表示装置構成部材を貼着する際、通常状態、すなわち室温に
おいて、適度な接着性、例えば、剥離可能な程度の接着性（“タック性”と称する）を備
えていれば、貼着する際の位置決めを行いやすく、作業上とても便利である。
【００１０】
　また、携帯電話や携帯端末などを中心に画像表示装置の分野では、薄肉化、高精密化に
加えて、デザインの多様化が進んでおり、それに伴って新たな課題が生じてきている。例
えば、表面保護パネルの周縁部には、枠状に黒色の隠蔽部を印刷するのが従来は一般的で
あったが、デザインの多様化に伴って、この枠状の隠蔽部を黒色以外の色で形成すること
が行われ始めている。黒色以外の色で隠蔽部を形成する場合、黒色以外の色では隠蔽性が
低いため、黒色に比べて隠蔽部、すなわち印刷部の高さが高くなる傾向がある。そのため
、そのような印刷部を備えた構成部材を貼り合わせるための粘着シートには、大きな印刷
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段差に追従して隅々まで充填することができる印刷段差追従性が求められる。
　中でも、粘着シートを介して、例えば印刷部が形成された表面保護パネルを、他の画像
表示装置構成部材を貼り合わせる場合には、印刷段差に追従して隅々まで充填することが
できると共に、粘着シートの表面が平滑にならないと、粘着シートに歪や変形が生じるた
め、当該粘着シートには流動性が求められる。
【００１１】
　その一方で、通常状態、すなわち室温において、粘着シートが流動すると、シートとし
ての形状を保持できないようになり、粘着シートの保管安定性や取り回し時の作業性が損
なわれることになってしまう。
　そのため、従来技術におけるホットメルトタイプのシートは、保管安定性を得るために
、室温域においてある程度の剛性を備えた接着性組成物を用いた、タック性をもたないシ
ートが一般的であった。このため、ホットメルトタイプのシートは、貼合せする際に位置
決めの段階から被着体を予熱する必要があり、圧着のみで常温貼付可能な粘着シートと比
して、作業が煩雑であるという課題を抱えていた。
【００１２】
　そこで本発明は、通常状態、すなわち、室温状態では、シート状の形状を保持すること
ができ、しかも、剥離可能な程度の接着性（“タック性”と称する）を備えているため、
通常の粘着シート同様、室温で貼着でき、さらには、画像表示装置構成部材を、粘着シー
トを介して積層した後は、架橋させて画像表示装置構成部材同士を接着することができる
、新たな画像表示装置構成用積層体の製造方法を提供せんとするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、透明両面粘着材を介して画像表示装置構成部材が積層されてなる構成を備え
た画像表示装置構成用積層体の製造方法であって、少なくとも次の（１）～（３）の工程
を有することを特徴とする画像表示装置構成用積層体の製造方法。
（１）　枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重合体からなるアクリル系共重
合体（Ａ）と、架橋剤（Ｂ）と、光重合開始剤（Ｃ）とを含有する粘着剤樹脂組成物を作
製して、該粘着剤樹脂組成物からなる粘着層を備えた単層又は多層の透明両面粘着材をシ
ート状に成形する工程。
（２）　前記透明両面粘着材を介して２つの画像表示装置構成部材を貼着して積層する工
程。
（３）　少なくとも一方の画像表示装置構成部材の外側から、活性エネルギー線を透明両
面粘着材の前記粘着層に照射し、当該粘着層を架橋させて、２つの画像表示装置構成部材
を接着させる工程。
【発明の効果】
【００１４】
　工程（１）で得られる透明両面粘着材は、化学的な架橋構造を有していない代わりに、
ベースポリマーの枝成分を構成するマクロモノマー同士が凝集して物理的な架橋構造を有
しており、これにより、通常状態、すなわち室温における流動が抑えられ、シート形状を
保持することができる。しかも、工程（１）で得られる透明両面粘着材は、ベースポリマ
ーの幹成分を構成する部分が粘着性を有しているため、共重合から室温状態において、剥
離可能な程度の接着性（“タック性”と称する）を備えることもできる。また、当該粘着
材を加熱すると、マクロモノマー同士の前記凝集が解れて物理的な架橋構造が解消して高
い流動性を発現させることができる。さらには、光線、すなわち活性エネルギー線を照射
することにより、被着体同士を強固に接着させることができる。このように、粘着シート
とホットメルトシートの長所を兼ね備えた透明両面粘着材である。
　よって、工程（１）で得られるこのような透明両面粘着材を用いて、次の工程（２）～
（３）を実現して画像表示装置構成用積層体を製造することができる。
　なお、上記「化学的な架橋構造」とは、化学結合を介して架橋している構造を意味し、
上記「物理的な架橋構造」とは、化学結合を介さず、物理的作用によって凝集している状
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態を意味するものである。
【００１５】
　工程（２）では、シート形状を保持しつつ、透明両面粘着材を介して２つの画像表示装
置構成部材を貼着することができるから、貼着する際の位置決めを行いやすく、作業上と
ても便利である。
　そして、工程（３）では、画像表示装置構成部材を介して、未架橋状態の透明両面粘着
材に活性エネルギーを照射して粘着層を硬化させることができるから、画像表示装置構成
部材同士を接着することができる。よって、例えば保護パネル等から発生するアウトガス
のガス圧に対して十分に対抗できるだけの接着力と凝集力を持たせることができる。
　また、前記工程（２）で得られた積層物を、加熱して加熱溶融（ホットメルト）可能な
温度に加熱すると、流動性を持つようになり、貼合面に大きな印刷段差があった場合でも
、貼合面の段差部へ任意に追従して隅々まで充填することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施形態の一例について説明する。但し、本発明が下記実施形態の例に
制限されるものではない。
【００１７】
　本発明の実施形態の一例に係る画像表示装置構成用積層体の製造方法（「本画像表示装
置構成用積層体の製造方法」と称する）は、所定の粘着剤樹脂組成物（「本粘着剤樹脂組
成物」と称する）から透明両面粘着材を作製し、前記透明両面粘着材を介して２つの画像
表示装置構成部材を積層し、２つの画像表示装置構成部材を貼着する工程を備えた画像表
示装置構成用積層体（「本画像表示装置構成用積層体」と称する）の製造方法である。
　そこで先ずは、本画像表示装置構成用積層体の製造方法で使用する「本粘着剤樹脂組成
物」について説明する。
【００１８】
≪本粘着剤樹脂組成物≫
　本粘着剤樹脂組成物は、アクリル系共重合体（Ａ）と、架橋剤（Ｂ）と、光重合開始剤
（Ｃ）とを含有する粘着剤樹脂組成物である。
【００１９】
＜アクリル系共重合体（Ａ）＞
　前記アクリル系共重合体（Ａ）は、枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重
合体である。
【００２０】
（幹成分）
　前記アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分は、（メタ）アクリル酸エステル由来の繰り返
し単位を含有する共重合体成分から構成されるのが好ましい。
【００２１】
　前記アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分を構成する共重合体のガラス転移温度は－７０
～０℃であるのが好ましい。
　この際、幹成分を構成する共重合体成分のガラス転移温度とは、アクリル系共重合体（
Ａ）の幹成分を組成するモノマー成分のみを共重合して得られるポリマーのガラス転移温
度をさす。具体的には、当該共重合体各成分のホモポリマーから得られるポリマーのガラ
ス転移温度と構成比率から、Ｆｏｘの計算式によって算出される値を意味する。
　なお、Ｆｏｘの計算式とは、以下の式により求められる計算値であり、ポリマーハンド
ブック〔Ｐｏｌｙｍｅｒ　ＨａｎｄＢｏｏｋ，Ｊ．Ｂｒａｎｄｒｕｐ，Ｉｎｔｅｒｓｃｉ
ｅｎｃｅ，１９８９〕に記載されている値を用いて求めることができる。
　　　１／（２７３＋Ｔｇ）＝Σ（Ｗｉ／（２７３＋Ｔｇｉ））
　［式中、Ｗｉはモノマーｉの重量分率、ＴｇｉはモノマーｉのホモポリマーのＴｇ（℃
）を示す。］
【００２２】
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　前記アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分を構成する共重合体成分のガラス転移温度は、
室温状態での本粘着剤樹脂組成物の柔軟性や、被着体への本粘着剤樹脂組成物の濡れ性、
すなわち接着性に影響するため、本粘着剤樹脂組成物が室温状態で適度な接着性（タック
性）を得るためには、当該ガラス転移温度は、－７０℃～０℃であるのが好ましく、中で
も－６５℃以上或いは－５℃以下、その中でも－６０℃以上或いは－１０℃以下であるの
が特に好ましい。
【００２３】
　但し、当該共重合体成分のガラス転移温度が同じ温度であったとしても、分子量を調整
することにより粘弾性を調整することができる。例えば共重合体成分の分子量を小さくす
ることにより、より柔軟化させることができる。
【００２４】
　前記アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分が含有する(メタ)アクリル酸エステルモノマー
としては、例えば２－エチルヘキシルアクリレート、ｎ－オクチルアクリート、イソオク
チルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、エチルアクリレート、メチルメタクリレー
ト、メチルアクリレート等を挙げることができる。これらに、親水基や有機官能基などを
もつヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルメタクリレート、ヒドロキシプロ
ピルアクリレート、ヒドロキシプロピルメタクリレート、アクリル酸、メタクリル酸、グ
リシジルアクリレート、アクリルアミド、Ｎ、Ｎ-ジメチルアクリルアミド、アクリルニ
トリル、メタクリロニトリル等を用いることもできる。
　また、上記アクリルモノマーやメタクリルモノマーと共重合可能な酢酸ビニルやアルキ
ルビニルエーテル、ヒドロキシアルキルビニルエーテル等の各種ビニルモノマーも適宜用
いることができる。
【００２５】
　また、アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分は、疎水性の（メタ）アクリレートモノマー
と、親水性の（メタ）アクリレートモノマーとを構成単位として含有するのが好ましい。
　アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分が、疎水性モノマーのみから構成されると、湿熱白
化する傾向が認められるため、親水性モノマーも幹成分に導入して湿熱白化を防止するの
が好ましい。
　具体的には、上記アクリル系共重合体（Ａ）の幹成分として、疎水性の（メタ）アクリ
レートモノマーと、親水性の（メタ）アクリレートモノマーと、マクロモノマーの末端の
重合性官能基とがランダム共重合してなる共重合体成分を挙げることができる。
【００２６】
　ここで、上記の疎水性の（メタ）アクリレートモノマーとしては、例えばｎ－ブチル（
メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリ
レート、ｎ－ノニル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル（メタ）アクリレート、２－エチ
ルヘキシル（メタ）アクリレート、２－メチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソオク
チル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アク
リレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロ
ピル（メタ）アクリレート、t－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アク
リレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、
ジシクロペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレ－ト、メチルメタクリレート、酢酸ビ
ニルなどを挙げることができる。
【００２７】
　上記の親水性の（メタ）アクリレートモノマーとしては、例えばメチルアクリレート、
（メタ）アクリル酸、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエ
チル（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール(メタ)アクリレート、２－
（メタ）アクリロイロキシエチルコハク酸、２－（メタ）アクリロイロキシエチルフタル
酸、２－（メタ）アクリロイロキシプロピルヘキサヒドロフタル酸、Ｎ，Ｎ－ジメチルア
クリルアミド、ヒドロキシエチルアクリルアミドなどを挙げることができる。
【００２８】
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（枝成分：マクロモノマー）
　アクリル系共重合体（Ａ）は、グラフト共重合体の枝成分として、マクロモノマーを導
入し、マクロモノマー由来の繰り返し単位を含有することが重要である。
　マクロモノマーとは、末端の重合性官能基と高分子量骨格成分とを有する高分子単量体
である。
【００２９】
　マクロモノマーのガラス転移温度（Ｔｇ）は、上記アクリル系共重合体（Ａ）を構成す
る共重合体成分のガラス転移温度よりも高いことが好ましい。
　具体的には、マクロモノマーのガラス転移温度（Ｔｇ）は、本粘着剤樹脂組成物の加熱
溶融温度（ホットメルト温度）に影響するため、マクロモノマーのガラス転移温度（Ｔｇ
）は３０℃～１２０℃であるのが好ましく、中でも４０℃以上或いは１１０℃以下、その
中でも５０℃以上或いは１００℃以下であるのがさらに好ましい。
　このようなガラス転移温度（Ｔｇ）であれば、分子量を調整することにより、優れた加
工性や保管安定性を保持できると共に、８０℃付近でホットメルトするように調整するこ
とができる。
　マクロモノマーのガラス転移温度とは、当該マクロモノマー自体のガラス転移温度をさ
し、示差走査熱量計（ＤＳＣ）で測定することができる。
【００３０】
　また、室温状態では、枝成分同士が引き寄せ合って粘着剤樹脂組成物として物理的架橋
をしたような状態を維持することができ、しかも、適度な温度に加熱することで前記物理
的架橋が解れて流動性を得ることができるようにするためには、マクロモノマーの含有量
を調整することも好ましいことである。
　かかる観点から、マクロモノマーは、アクリル系共重合体（Ａ）中に５質量％～３０質
量％の割合で含有することが好ましく、中でも６質量％以上或いは２５質量％以下、その
中でも８質量％以上或いは２０質量％以下であるのが好ましい。
【００３１】
　マクロモノマーの高分子量骨格を構成する成分は、アクリル系モノマーまたはビニル系
モノマーから構成されるのが好ましく、中でも疎水性のモノマーがより好ましい。
　前記マクロモノマーの高分子量骨格を構成する成分としては、例えばスチレン、アクリ
ロニトリル、ｔ－ブチルスチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、メチルメタク
リレート、２－フェノキシエチルメタクリレート、３，５，５－トリメチルシクロヘキサ
ンアクリレート、ｐ－クミルフェノールＥＯ変性アクリレート、イソボルニルアクリレー
ト、ジシクロペンタニルアクリレート、ジシクロペンテニルアクリレート、ジシクロペン
テニルオキシエチルメタクリレート、ステアリルアクリレート、ステアリルメタクリレー
ト、セチルアクリート、セチルメタクリレート、フェノキシエチルメタクリレート、ベヘ
ニルアクリレート、ベヘニルメタクリレート、ベンジルメタクリレートなどを挙げること
ができる。
　前記成分の中でも、マクロモノマーの高分子量骨格を構成する前記成分をホモポリマー
とした時のガラス転移温度が３０℃～１２０℃であるモノマーであるのがさらに好ましい
。具体的には、当該モノマーとして、例えばメチルメタクリレート、３，５，５－トリメ
チルシクロヘキサンアクリレート、イソボルニルアクリレート、ジシクロペンタニルアク
リレートなどを挙げることができる。
　また、前記成分の中でも、マクロモノマーの高分子量骨格を構成する前記成分が結晶性
を有する場合、当該前記成分をホモポリマーとした時の結晶融解温度が３０℃～１２０℃
であるモノマーであるのがさらに好ましい。具体的には、当該モノマーとして、例えばス
テアリルアクリレート、ステアリルメタクリレート、セチルアクリート、セチルメタクリ
レート、ベヘニルアクリレート、ベヘニルメタクリレートなどを挙げることができる。
　なお、マクロモノマーの高分子量骨格を構成する際、これらのモノマーの一つを単独で
重合して使用してもよいし、これら複数のモノマーを共重合させて使用してもよい。
【００３２】
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　前記マクロモノマーの末端重合性官能基としては、例えば、メタクリロイル基、アクリ
ロイル基、ビニル基などを挙げることができる。
【００３３】
（アクリル系共重合体（Ａ）の物性）
　前記アクリル系共重合体（Ａ）は、温度１３０℃、周波数０．０２Ｈｚにおける複素粘
度が１００～８００Ｐａ・ｓであることが好ましく、１５０～７００Ｐａ・ｓがより好ま
しく、１７０～６００Ｐａ・ｓがさらに好ましい。
　前記アクリル系共重合体（Ａ）の温度１３０℃における複素粘度は、当該透明両面粘着
材をホットメルトさせて使用するときの粘着剤樹脂組成物の流動性に影響するため、かか
る複素粘度が１００～８００Ｐａ・ｓであれば、優れたホットメルト適性を持たせること
ができる。
【００３４】
　前記アクリル系共重合体（Ａ）の複素粘度を前記範囲に調整するには、例えばアクリル
系共重合体（Ａ）の幹成分を構成する共重合体成分のガラス転移温度を調整することが挙
げられる。好ましくは－７０℃～０℃、中でも－６５℃以上或いは－５℃以下、その中で
も－６０℃以上或いは－１０℃以下に調整すると共に、当該共重合体成分の分子量を調整
して粘弾性を調整する方法を挙げることができる。但し、この方法に限定するものではな
い。
【００３５】
＜架橋剤（Ｂ）＞
　画像表示装置構成部材を貼合一体化させた後、架橋剤（Ｂ）を粘着材中で架橋すること
で、当該シートはホットメルト性を失う代わりに、高温環境下における高い凝集力を発現
し、優れた耐発泡信頼性を得ることができる。
【００３６】
　このような架橋剤（Ｂ）としては、例えばエポキシ架橋剤やイソシアネート架橋剤、オ
キセタン化合物、シラン化合物、アクリル化合物等からなる架橋剤を適宜選択可能である
。中でも、反応性や得られる硬化物の強度の点で、（メタ）アクリロイル基を３個以上有
する多官能（メタ）アクリレートが好ましい。
【００３７】
　このような多官能（メタ）アクリレートとしては、例えば１，４－ブタンジオールジ（
メタ）アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート、グリセリングリシジルエーテ
ルジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９
－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）ア
クリレート、ビスフェノールＡポリエトキシジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡ
ポリプロポキシジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＦポリエトキシジ（メタ）アク
リレート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリオ
キシエチル（メタ）アクリレート、ε-カプロラクトン変性トリス（２-ヒドロキシエチル
）イソシアヌレートトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アク
リレート、プロポキシ化ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、エトキシ化ペ
ンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）ア
クリレート、プロポキシ化ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、エトキシ
化ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（
メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリス（アクリ
ロキシエチル）イソシアヌレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（
メタ）アクリレート、トリペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリペン
タエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ヒドロキシビバリン酸ネオペンチルグリ
コールジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシビバリン酸ネオペングリコールのε－カプロ
ラクトン付加物のジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリ
レート、トリメチロールプロパンポリエトキシトリ（メタ）アクリレート、ジトリメチロ
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ールプロパンテトラ（メタ）アクリレート等の紫外線硬化型の多官能モノマー類のほか、
ポリエステル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）
アクリレート、ポリエーテル（メタ）アクリレート等の多官能アクリルオリゴマー類を挙
げることができる。
【００３８】
　上記に挙げた中でも、被着体への密着性や湿熱白化抑制の効果を向上させる観点から、
水酸基等の極性官能基を含有する多官能モノマーもしくはオリゴマーが、好ましい。
　その中でも、水酸基を有する多官能（メタ）アクリル酸エステルを用いるのが好ましい
。
　よって、湿熱白化を防止する観点からは、前記アクリル系共重合体（Ａ）、すなわちグ
ラフト共重合体の幹成分として、疎水性のアクリレートモノマーと、親水性のアクリレー
トモノマーとを含有するのが好ましく、さらには、架橋剤（Ｂ）として、水酸基を有する
多官能（メタ）アクリル酸エステルを用いるのが好ましい。
【００３９】
　架橋剤（Ｂ）の含有量は、特に制限されるものではない。目安としては、アクリル系共
重合体（Ａ）１００質量部に対して０．５～２０質量部、中でも１質量部以上或いは１５
質量部以下、その中でも２質量部以上或いは１０質量部以下の割合であるのが好ましい。
　架橋剤（Ｂ）を上記範囲で含有することで、未架橋状態における本粘着材の形状安定性
と、架橋後の粘着材における耐発泡信頼性とを両立させることができる。但し、他の要素
とのバランスでこの範囲を超えてもよい。
【００４０】
＜光重合開始剤（Ｃ）＞
　光重合開始剤（Ｃ）は、前述の架橋剤（Ｂ）の架橋反応における反応開始助剤としての
機能を果たす。光重合開始剤は、現在公知のものを適宜使用することができる。中でも、
波長３８０ｎｍ以下の紫外線に感応する光重合開始剤が、架橋反応の制御のしやすさの観
点から好ましい。
【００４１】
　光重合開始剤は、ラジカル発生機構によって大きく２つに分類され、光重合性開始剤自
身の単結合を開裂分解してラジカルを発生させることができる開裂型光重合開始剤と、光
励起した開始剤と系中の水素供与体とが励起錯体を形成し、水素供与体の水素を転移させ
ることができる水素引抜型光重合開始剤と、に大別される。
【００４２】
　これらのうちの開裂型光重合開始剤は、光照射によってラジカルを発生する際に分解し
て別の化合物となり、一度励起されると反応開始剤としての機能をもたなくなる。このた
め、架橋反応が終了した後の粘着材中に活性種として残存することがなく、粘着材に予期
せぬ光劣化等をもたらす可能性がないため、好ましい。
　他方、水素引抜型の光重合開始剤は、紫外線などの活性エネルギー線照射によるラジカ
ル発生反応時に、開裂型光重合開始剤のような分解物を生じないので、反応終了後に揮発
成分となりにくく、被着体へのダメージを低減させることができる点で有用である。
【００４３】
　前記開裂型光開始剤としては、例えば２,２-ジメトキシ-１,２-ジフェニルエタン-１-
オン、１-ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２-ヒドロキシ-２-メチル-１-フェ
ニル-プロパン-１-オン、１-（４-（２-ヒドロキシエトキシ）フェニル）-２-ヒドロキシ
-２-メチル-１-プロパン-１-オン、２-ヒロドキシ-１-［４-｛４-（２-ヒドロキシ-２-メ
チル-プロピオニル）ベンジル｝フェニル］-２-メチル-プロパン-１-オン、オリゴ（２－
ヒドロキシ－２－メチル－１－（４－（１－メチルビニル）フェニル）プロパノン）、フ
ェニルグリオキシリック酸メチル、２-ベンジル-２-ジメチルアミノ-１-（４-モルフォリ
ノフェニル）ブタン-１-オン、２-メチル-１-［４-（メチルチオ）フェニル］-２-モルフ
ォリノプロパン-１-オン、２-(ジメチルアミノ)-２-[(４-メチルフェニル)メチル]-１-[
４-(４-モルホリニル)フェニル]-１-ブタノン、ビス（２，４，６-トリメチルベンゾイル
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）-フェニルフォスフィンオキサイド、２，４，６-トリメチルベンゾイルジフェニルフォ
スフィンオキサイドや、それらの誘導体などを挙げることができる。
【００４４】
　前記水素引抜型光開始剤としては、例えばベンゾフェノン、４-メチル-ベンゾフェノン
、２，４，６-トリメチルベンゾフェノン、４-フェニルベンゾフェノン、３，３‘-ジメ
チル-４-メトキシベンゾフェノン、２－ベンゾイル安息香酸メチル、ベンゾイルぎ酸メチ
ル、ビス（２‐フェニル‐２‐オキソ酢酸）オキシビスエチレン、４-（１，３-アクリロ
イル-１，４，７，１０，１３-ペンタオキソトリデシル）ベンゾフェノン、チオキサント
ン、２-クロロチオキサントン、３-メチルチオキサントン、２，４-ジメチルチオキサン
トン、２-メチルアントラキノン、２-エチルアントラキノン、２-ｔｅｒｔ-ブチルアント
ラキノン、２-アミノアントラキノンやその誘導体などを挙げることができる。
　但し、光重合開始剤として前記に挙げた物質に限定するものではない。本粘着剤樹脂組
成物は、開裂型光重合開始剤及び水素引抜型光重合開始剤のいずれか一種を使用してもよ
いし、両者を組み合わせて使用してもよい。
【００４５】
　光重合開始剤（Ｃ）の含有量は特に制限されるものではない。目安としては、アクリル
系共重合体（Ａ）１００質量部に対して０．１～１０質量部、中でも０．５質量部以上或
いは５質量部以下、その中でも１質量部以上或いは３質量部以下の割合で含有するのが好
ましい。
　光重合開始剤（Ｃ）の含有量を上記範囲とすることで、活性エネルギー線に対する適度
な反応感度を得ることができる。
【００４６】
＜その他の成分（Ｄ）＞
　本粘着剤樹脂組成物は、上記以外の成分として、通常の粘着剤樹脂組成物に配合されて
いる公知の成分を含有してもよい。例えば、必要に応じて、粘着付与樹脂や、酸化防止剤
、光安定化剤、金属不活性化剤、老化防止剤、吸湿剤などの各種の添加剤を適宜含有させ
ることが可能である。
　また、必要に応じて反応触媒（三級アミン系化合物、四級アンモニウム系化合物、ラウ
リル酸スズ化合物など）を適宜含有してもよい。
【００４７】
＜本画像表示装置構成用積層体の製造方法＞
　本画像表示装置構成用積層体の製造方法は、少なくとも次の（１）～（３）の工程を有
することを特徴とする製造方法である。
（１）　上記の本粘着剤樹脂組成物を作製して、該粘着剤樹脂組成物からなる粘着層を備
えた単層又は多層の透明両面粘着材（「本粘着材」と称する）をシート状に成形する工程
（「工程（１）」と称する）。
（２）　前記本粘着材を介して２つの画像表示装置構成部材を貼着して積層する工程（「
工程（２）」と称する）。
（３）　少なくとも一方の画像表示装置構成部材の外側から、活性エネルギー線を本粘着
材の前記粘着層に照射し、当該粘着層を架橋させて、２つの画像表示装置構成部材を接着
させる工程（「工程（３）」と称する）。
【００４８】
　なお、本画像表示装置構成用積層体の製造方法は、少なくとも次の（１）～（３）の工
程を有すればよいから、他の工程を追加したり、各工程の間に他の工程を挿入したりする
ことは可能である。
【００４９】
＜工程（１）＞
　工程（１）では、本粘着剤樹脂組成物を作製して、該粘着剤樹脂組成物からなる粘着層
を備えた単層又は多層の未架橋状態の透明両面粘着材（本粘着材）をシート状に成形する
。
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　本粘着剤樹脂組成物をシート状に成形する方法は、現在公知の方法を任意に採用するこ
とができる。
　この際、本粘着剤樹脂組成物を、離型フィルムの上に単層又は多層のシート状に成形し
て、粘着層を備えた単層又は多層の透明両面粘着材を作製するようにしてもよい。
　また、本粘着剤樹脂組成物を、画像表示装置構成部材の上に単層又は多層のシート状に
成形して、当該画像表示装置構成部材上に、粘着層を備えた単層又は多層の透明両面粘着
材を作製するようにしてもよい。
【００５０】
　本粘着材を多層の透明両面粘着材とする場合には、最外層は、上記単層の場合と同様に
、凹凸追随性と耐発泡信頼性とを兼ね備えているのが好ましいから、上記の本粘着剤樹脂
組成物を用いて成形するのが好ましい。
【００５１】
　他方、中間層は、画像表示装置構成部材との粘着には寄与しないため、透明性を損なわ
ず、かつ最外層の２次硬化反応を阻害しない程度の光透過性を有し、かつ、カット性及び
ハンドリング性を高める性質を有しているのが好ましい。
　中間層を形成するベースポリマーの種類は、透明樹脂であれば、特に限定するものでは
ない。中間層を形成するベースポリマーは、最外層のベースポリマーと同一の樹脂であっ
ても異なる樹脂であってもよい。中でも、透明性の確保や作製し易さ、さらには積層境界
面での光の屈折を防ぐ観点から、最外層のベースポリマーと同一のアクリル系樹脂を用い
るのが好ましい。
　中間層及び他の樹脂層は、活性エネルギー線硬化性を有していてもいなくてもよい。例
えば紫外線架橋によって硬化するように形成してもよいし、熱によって硬化するように形
成してもよい。また、特に後硬化しないように形成してもよい。但し、最外層との密着性
等を考慮すると、後硬化するように形成するのが好ましく、特に紫外線架橋するように形
成するのが好ましい。
　その際、架橋開始剤の含有量が多くなると光透過率が低下するため、中間層における架
橋開始剤の外層における含有率よりも低い含有率で紫外線架橋剤を含むのが好ましい。
【００５２】
　本粘着材を多層の透明両面粘着材とする場合、積層構成としては、具体的には、本粘着
剤樹脂組成物と、他の粘着剤樹脂組成物とを積層した２種２層構成や、中間樹脂層を介し
て表裏に本粘着剤樹脂組成物を配した２種３層構成や、本粘着剤樹脂組成物と、中間樹脂
組成物と、他の粘着剤樹脂組成物とをこの順に積層してなる３種３層構成などを挙げるこ
とができる。
　また、本粘着剤樹脂組成物と他の粘着剤樹脂組成物とを、それぞれ異なる離型フィルム
乃至画像表示装置構成部材上にシート状に成形し、両粘着面を積層して本粘着材を得るよ
うにしてもよいし、また、本粘着剤樹脂組成物と、中間樹脂組成物と、粘着剤樹脂組成物
とを、この順に共押出して２種３層の本粘着材を得るようにしてもよいし、また、中間樹
脂層の表裏面に本粘着剤樹脂組成物又は他の粘着剤樹脂組成物を積層して本粘着材を得る
ようにしてもよい。
　但し、これらの製法に限定するものではない。
　工程（１）において、透明両面粘着材は未架橋状態である。
【００５３】
（厚さ）
　本粘着材の総厚さは、５０μｍ～１ｍｍであるのが好ましく、より好ましくは７５μｍ
以上或いは５００μｍ以下である。
　本粘着材の総厚さが５０μｍ以上であれば、高印刷段差等の凹凸への追従することが可
能であり、１ｍｍ以下であれば、薄肉化の要求にこたえることができる。
　さらに、従来の画像表示装置における周縁の隠蔽層の印刷高さがより高く、具体的には
８０μｍ程度の段差までをも埋める観点から、本粘着材の総厚さは７５μｍ以上がより好
ましく、特に１００μｍ以上であるのがさらに好ましい。他方、薄肉化の要求にこたえる
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観点からは、５００μｍ以下であるのが好ましく、特に３５０μｍ以下であるのがさらに
好ましい。
【００５４】
　多層構成とする場合には、各最外層の厚さと中間層の厚さの比率は１：１～１：２０で
あるのが好ましく、中でも１：２～１：１０であるのがさらに好ましい。
　中間層の厚みが、上記範囲であれば、積層体における粘着材層の厚みの寄与が大きくな
りすぎず、柔軟すぎて裁断や取回しに係る作業性が劣るようになることがなく好ましい。
　また、最外層が上記範囲であれば、凹凸や屈曲した面への追随性に劣ることがなく、被
着体への接着力や濡れ性を維持することができて、好ましい。
【００５５】
（本粘着材の特徴）
　本粘着材は、単層のものも多層構成のものもいずれも、透明で、通常状態でシート状に
形状を保持できており、かつ接着性を備えている。また、本粘着材を加熱して粘着層を流
動化させることによって、粘着材内に歪みを残すことなく、貼合面の段差部に追従して隅
々まで充填することができ、さらには、架橋することによって高温や高湿環境下での耐発
泡性を維持することができる。
　よって、本粘着材を用いて、次の工程（２）～（３）を実現して本画像表示装置構成用
積層体を製造することができる。
【００５６】
　本粘着材の透明性は、本粘着剤樹脂組成物を、厚さ１５０μｍのシート状に賦形して、
ソーダライムガラス（０．５ｍｍ厚）とシクロオレフィンポリマーフィルム（１００μｍ
厚）との間に挟んだ積層体のヘイズ（ＪＩＳ　Ｋ７１３６）を１０％未満、中でも５％以
下、中でも２％以下とすることができる。
【００５７】
　また、湿熱保管後の透明性については、本粘着剤樹脂組成物を厚さ１５０μｍのシート
状に賦形して、ソーダライムガラス（０．５ｍｍ厚）とシクロオレフィンポリマーフィル
ム（１００μｍ厚）との間に挟んだ積層体を、紫外線照射して硬化した後に６５℃、９０
％ＲＨの湿熱環境下にて１００時間保管した後、２３℃、５０％ＲＨの室温環境下にて２
時間保管した後のヘイズ（ＪＩＳ　Ｋ７１３６）を１０％未満、中でも５％以下、中でも
２％以下とすることができる。
【００５８】
　また、本粘着材は、ＪＩＳ－Ｚ－０２３７（ＩＳＯ　２９８６３）に準じた保持力測定
において、ＳＵＳ板に面積２０ｍｍ×２０ｍｍで貼着させ、４０℃の雰囲気下で５００ｇ
ｆの荷重をかけた時の落下時間が２０分以上であり、且つ、７０℃の雰囲気下で５００ｇ
ｆの荷重をかけた時の落下時間が５分未満であるものとすることができる。
　この際、４０℃の雰囲気下での当該落下時間は４０分以上であるのがさらに好ましく、
中でも６０分以上であるのさらに好ましい。
　他方、７０℃の雰囲気下での当該落下時間は３分以下であるのがさらに好ましく、中で
も２分以下であるのさらに好ましい。
【００５９】
＜工程（２）＞
　工程（２）では、前記本粘着材を介して２つの画像表示装置構成部材を貼着して積層す
ることができる。
【００６０】
　本粘着材のベースポリマーであるアクリル系共重合体（Ａ）は、マクロモノマーを枝成
分として含有するグラフト共重合体であるから、通常状態、すなわち室温状態で、当該マ
クロモノマー同士が凝集して物理的架橋構造を形成し、本粘着材に優れた保管安定性や裁
断加工性を付与することができる。
　また、アクリル系共重合体（Ａ）は、温度１３０℃、周波数０．０２Ｈｚにおける複素
粘度が１００～８００Ｐａ・ｓであるから、貼合時にホットメルトシートとして用いる際
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、優れた作業性を享受することができる。
【００６１】
　このように工程（２）では、本粘着材を介して２つの画像表示装置構成部材を貼着して
積層することができる。このようにすれば、本粘着材を被着体に押し付けるだけで簡単に
貼りつく程度の粘着性を得ることができるから、粘着材を貼着する位置決めがしやすく、
作業上とても便利である。
【００６２】
　また、本粘着材は、形状保持性に優れ、事前に任意の形状に加工しておくことが可能で
あることから、離型フィルム上に成形した本粘着材を、積層する画像表示装置構成部材の
寸法に合わせて予めカットしておくこともできる。
　この際のカット方法は、トムソン刃による打ち抜き、スーパーカッターやレーザーでの
カットが一般的であり、離型フィルムを剥がし易いように表裏どちらか一方の離型フィル
ムを額縁状に残してハーフカットするのがより好ましい。
　工程（２）においても、本粘着材、すなわち透明両面粘着材は未架橋状態である。
【００６３】
＜工程（３）＞
　工程（３）では、少なくとも一方の画像表示装置構成部材の外側から、活性エネルギー
線を本粘着材の前記粘着層に照射し、当該粘着層を架橋させて、２つの画像表示装置構成
部材を接着させて、本画像表示装置構成用積層体を製造することができる。
【００６４】
　本粘着材は、架橋剤（Ｂ）及び光重合開始剤（Ｃ）を含有しているから、活性エネルギ
ー線を本粘着材の前記粘着層に照射し、当該粘着層を架橋させて硬化させることができ、
２つの画像表示装置構成部材をしっかりと貼着することができる。
【００６５】
　この際、活性エネルギー線としては、熱線、Ｘ線、電子線、紫外線、可視光線等の、重
合開始剤を感応せしめるエネルギー線を照射すればよい。中でも、画像表示装置構成部材
へのダメージ抑制や、反応制御のしやすさの観点から、紫外線、とくに波長３８０ｎｍ以
下の紫外線を照射するのが好ましい。
　紫外線照射条件について特に制約はない。例えば、粘着材に到達する紫外線の積算光量
が、波長３６５ｎｍにおいて５００～５０００ｍＪ/ｃｍ２となるよう照射するのが好ま
しい。作業性を保持しつつ、十分に架橋反応を進行させる観点からである。
　但し、紫外線を照射する際に介在する画像表示装置構成部材が、上記波長の光線を遮断
する場合は、介在する部材に合わせて、粘着材が感応するエネルギー線の種類を、重合開
始剤の種類によって適宜調整するのが好ましい。
【００６６】
　本工程（３）において、前記粘着層に照射して架橋させた後の粘着層すなわち該粘着層
を形成する透明両面粘着材は、ＪＩＳ－Ｚ－０２３７（ＩＳＯ　２９８６３）に準じた保
持力測定において、ＳＵＳ板に面積２０ｍｍ×２０ｍｍで貼着させ、４０℃および７０℃
の雰囲気下で５００ｇｆの荷重をかけた時の３０分後のズレ長さが１ｍｍ未満とすること
ができる。
　この際、前記ズレ長さを０．８ｍｍ以下とするのがさらに好ましく、中でも０．５ｍｍ
以下とするのがさらに好ましい。
【００６７】
＜他の工程＞
　前記工程（２）と前記工程（３）の間に、前記工程（２）で得られた積層物を加熱して
透明両面粘着材の粘着層を加熱溶融させる工程を挿入するようにしてもよい。すなわち、
工程（２）で貼着した積層物を加熱して本粘着材の粘着層を加熱溶融（ホットメルト）さ
せるようにしてもよい。
【００６８】
　本粘着材は、加熱すると、マクロモノマー同士の前記凝集が解れて物理的架橋構造が解
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消して高い流動性を発現させることができる。よって、着面に印刷段差等の凹凸がある場
合には、２つの画像表示装置構成部材を積層する際に、本粘着材を加熱して流動（ホット
メルト）させることで、粘着材の凹凸追従性や被着体への濡れ性が高まり、歪みを残さず
、部材同士をより強固に一体化させることができる。
【００６９】
　この際、６０～１００℃に加熱してホットメルトさせるのが好ましい。６０℃以上であ
れば、粘着材の流動性を十分に付与することができ、凹凸部へ十分に粘着剤樹脂組成物を
充填させることができる。他方、１００℃以下であれば、被着体たる画像表示装置構成部
材に熱ダメージを与えるのを抑えることができるばかりか、粘着材が流動し過ぎて粘着剤
樹脂組成物のはみだしや潰れが生じることを防ぐこともできる。
　このような観点から、ホットメルト温度は、６０～１００℃であるのが好ましく、中で
も６２℃以上或いは９５℃以下、その中でも６５℃以上或いは９０℃以下であるのがさら
に好ましい。
【００７０】
＜本画像表示装置構成用積層体＞
　本画像表示装置構成用積層体としては、例えばパソコン、モバイル端末（ＰＤＡ）、ゲ
ーム機、テレビ（ＴＶ）、カーナビ、タッチパネル、ペンタブレットなど、ＬＣＤ、ＰＤ
Ｐ又はＥＬなどの画像表示パネルを用いた平面型画像表示装置の構成部材を挙げることが
できる。
　中でも、これら画像表示パネルと、保護パネルやタッチパネル等の透明パネル乃至フィ
ルム部材とを粘着材を介して貼り合わせてなる構成を備えた画像表示装置構成用積層体を
挙げることができる。
【００７１】
　例えば、携帯電話の表示画面などでは、タッチパネルフィルム等の機能性フィルム上に
シート状の粘着材を介して表面保護パネルを積層する構成が採用されている。この際、該
保護パネルの裏面には、周縁部に隠蔽用印刷部（厚さ５μｍ～８０μｍ程度）が付設され
、隠蔽用印刷部の縁に形成される段差部の入隅部内にまで粘着剤が十分に入り込まないと
、気泡が残留して画面の視認性が低下することになる。また、段差近傍でフィルム部材が
屈曲して外観不良となったり、フィルムの屈曲による残留歪が起点となって、積層した部
材間に発泡や剥離が起こったりするおそれがあった。
　本粘着材は、このような５μｍ～３０μｍ程度の段差はもちろん、３０～８０μｍ程度
の段差があっても、段差の隅々まで充填して気泡を残留させることなく貼着することがで
きる。しかも、たとえ被着体の一方が屈曲性をもつフィルム部材であったとしても、当該
粘着材をホットメルトさせることで、表面を歪みなく平滑に均す事が可能であるため、フ
ィルム部材に歪や変形を生じさせずに、部材を貼合一体化することができる。さらには、
貼合後に粘着材を架橋することで、例えば８５℃程度の高温環境下においても、粘着材は
流動せずに高凝集力を維持できることから、耐発泡信頼性を得ることができる。
【００７２】
　なお、一般的に「シート」とは、ＪＩＳにおける定義上、薄く、その厚さが長さと幅の
わりには小さく平らな製品をいい、一般的に「フィルム」とは、長さ及び幅に比べて厚さ
が極めて小さく、最大厚さが任意に限定されている薄い平らな製品で、通常、ロールの形
で供給されるものをいう（日本工業規格ＪＩＳ　Ｋ６９００）。しかし、シートとフィル
ムの境界は定かでなく、本発明において文言上両者を区別する必要がないので、本発明に
おいては、「フィルム」と称する場合でも「シート」を含むものとし、「シート」と称す
る場合でも「フィルム」を含むものとする。
　また、画像表示パネル、保護パネル等のように「パネル」と表現する場合、板体、シー
トおよびフィルムを包含するものである。
　また、本発明において、「貼着」とは、粘着材が有する自己粘着性によって、すなわち
粘着材が未架橋状態で被着体を固定する状態を示し、例えば一時的に被着体を固定する状
態や剥離可能に被着体を固定する状態などを包含する。他方、「接着」とは、粘着剤を架
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橋することによって、該粘着剤を化学的もしくは物理的に変化させた状態で被着体を固定
する状態を示し、例えば被着体との界面に高い接合力を発現せしめた状態や、被着体を剥
離困難な状態に固定するなどを包含する。
【００７３】
　本明細書において、「Ｘ～Ｙ」（Ｘ，Ｙは任意の数字）と記載した場合、特にことわら
ない限り「Ｘ以上Ｙ以下」の意と共に、「好ましくはＸより大きい」或いは「好ましくは
Ｙより小さい」の意も包含するものである。
　また、「Ｘ以上」（Ｘは任意の数字）と記載した場合、特にことわらない限り「好まし
くはＸより大きい」の意を包含し、「Ｙ以下」（Ｙは任意の数字）と記載した場合、特に
ことわらない限り「好ましくはＹより小さい」の意も包含するものである。
【実施例】
【００７４】
　以下、実施例及び比較例によりさらに詳しく説明する。但し、本発明はこれらに限定さ
れるものではない。
【００７５】
［実施例１］
　アクリル系共重合体（Ａ）として、数平均分子量２４００のポリメタクリル酸メチルマ
クロモノマー１５重量部とブチルアクリレート８１重量部とアクリル酸４重量部とがラン
ダム共重合してなるアクリル酸エステル共重合体（Ａ－１）（重量平均分子量２３万）１
ｋｇに対し、架橋剤（Ｂ）として、トリメチロールプロパンエポキシアクリレート（ＥＡ
５３２１　新中村化学工業社製）（Ｂ－１）１００ｇと、光重合開始剤（Ｃ）としてのジ
フェニル－２，４，６－トリメチルベンゾイルホスフィンオキサイド（オムニラッドＴＰ
Ｏ　ＩＧＭ社製）（Ｃ－１）１５ｇを均一混合し、粘着剤樹脂組成物を作製した。
　前記組成物を剥離処理した２枚のポリエチレンテレフタレートフィルム（「剥離フィル
ム」と称する。三菱樹脂社製　ダイアホイルＭＲＶ－Ｖ０６　厚さ１００μｍ／三菱樹脂
社製　ダイアホイルＭＲＱ　厚さ７５μｍ）で挟み、ラミネータを用いて厚さ１５０μｍ
となるようシート状に賦形して、粘着材１を作製した。
【００７６】
　６０ｍｍ×９０ｍｍ×厚さ０．５ｍｍのソーダライムガラスの周縁部に、幅１０ｍｍ、
厚み４０μｍの白色の印刷（全光線透過率０％）を施し、周縁部に４０μｍの印刷段差を
もつ評価用ガラス基板を作製した。この評価用ガラス基板は、段差部及び平坦面部を貼合
面に有する画像表示装置構成部材の代替品である。
　この評価用ガラス基板に貼合する試験用被着体として、画像表示装置構成部材としての
偏光板（日東電工株式会社製「ＮＷＦ－ＫＤＳＥＧＨＣ－ＳＴ２２」）を、予めガラス板
上（６０×９０ｍｍ×ｔ０．５ｍｍ）の片面に全面貼合したものを作製した。
【００７７】
　前記粘着材１の一方の剥離フィルムを剥がし、露出した粘着面を上記ガラス基板の印刷
段差部を覆うようにハンドローラにて貼着した。次いで、残る剥離フィルムを剥がし、露
出した粘着面に未処理のソーダライムガラスを減圧下（絶対圧５ｋＰa）にてプレス貼合
した後、オートクレーブ処理（６０℃、ゲージ圧０．２ＭＰａ、２０分）を施して仕上げ
貼着し、ソーダライムガラス面から、波長３６５ｎｍの積算光量が２０００ｍＪ／ｃｍ２

となるように粘着材１に紫外線を照射して架橋させ、画像表示装置構成用積層体を作製し
た。
【００７８】
　なお、アクリル酸エステル共重合体（Ａ－１）は、枝成分としてポリメタクリル酸メチ
ルマクロモノマーを備え、幹成分として、ブチルアクリレートと、アクリル酸と、マクロ
モノマーの末端の重合性官能基であるメタクリロイル基とがランダム共重合してなる共重
合成分を備えたグラフト共重合体である。
　アクリル酸エステル共重合体（Ａ－１）の幹成分を構成する共重合体成分のガラス転移
温度（当該共重合体成分をポリマー化して得られるポリマーの理論値で求められるガラス



(17) JP 6388023 B2 2018.9.12

10

20

30

40

50

転移温度）は－５０℃であった。
　アクリル酸エステル共重合体（Ａ－１）の枝成分を構成するポリメタクリル酸メチルマ
クロモノマーの数平均分子量は２４００であり、該マクロモノマーのガラス転移温度は６
０℃であり、該マクロモノマーは、アクリル酸エステル共重合体（Ａ－１）中に１５質量
％の割合で含有されていた。
　アクリル系共重合体（Ａ）は、温度１３０℃、周波数０．０２Ｈｚにおける複素粘度が
２６０Ｐａ・ｓであった。
【００７９】
［実施例２］
　架橋剤（Ｂ）としてグリセリンジメタクリレート（Ｇ１０１Ｐ　共栄社化学社製）（Ｂ
－２）１００ｇを用いる以外は、粘着材１と同様にして厚さ１５０μｍのシート状の粘着
材２を作製した。
　そして、この粘着材２を用いて実施例１と同様に画像表示装置構成用積層体を作製した
。
【００８０】
［比較例１］
　マクロモノマーを有さないアクリル系共重合体を用いて粘着材３を作製した。すなわち
、アクリル系共重合体（Ａ）として、メタクリル酸メチル２０重量部とブチルアクリレー
ト８０重量部とをランダム共重合してなるアクリル酸エステル共重合体（Ａ－２）（重量
平均分子量４０万）を用いる以外は、粘着材１と同様にして厚さ１５０μｍのシート状の
粘着材３を作製した。
　そして、この粘着材３を用いて実施例１と同様に画像表示装置構成用積層体を作製した
。
【００８１】
［比較例２］
　特許４９７１５２９号公報の実施例３に準じて粘着材４を作製した。
　すなわち、２－エチルヘキシルアクリレート７５質量部と酢酸ビニル２０質量部とアク
リル酸５質量部とをランダム共重合してなるアクリル酸エステル共重合体前記アクリル酸
エステル共重合体（Ａ－３）１ｋｇに、架橋剤（Ｂ）としてノナンジオールジアクリレー
ト（ビスコート２６０　大阪有機化学社製）（Ｂ－３）５０ｇ及び光重合開始剤（Ｃ）と
して４－メチルベンゾフェノン（Ｃ－３）１０ｇを混合添加して粘着剤樹脂組成物を調製
した。
　前記粘着剤樹脂組成物を剥離処理した２枚のポリエチレンテレフタレートフィルム（三
菱樹脂社製　ダイアホイルＭＲＶ－Ｖ０６　厚さ１００μｍ／三菱樹脂社製　ダイアホイ
ルＭＲＱ　厚さ７５μｍ）で挟み、ラミネータを用いて厚さ１５０μｍとなるようシート
状に賦形した。続いて、ポリエチレンテレフタレートフィルムを介して、粘着層に波長３
６５ｎｍの紫外線が１０００ｍＪ／ｃｍ２到達するよう紫外線を照射し、架橋剤を一部反
応させて、粘着材４（厚さ１５０μｍ）を作製した。
　そして、この粘着材４を用いて実施例１と同様に画像表示装置構成用積層体を作製した
。
【００８２】
［比較例３］　
　特開２０１３－１８２２７号公報の実施例１に準じて粘着材５を作製した。
　すなわち、アクリル系共重合体（Ａ）として、数平均分子量６０００のポリメタクリル
酸メチルマクロモノマー１０重量部とブチルアクリレート１６重量部とメトキシエチルア
クリレート７０重量部と２－ヒドロキシエチルアクリレート４重量部をランダム共重合し
てなるアクリル酸エステル共重合体（Ａ－４）（重量平均分子量３０万）１ｋｇに対し、
架橋剤（Ｂ）としてキシリレンジイソシアネートのトリメチロールプロパン付加体（ＴＤ
－７５　綜研化学社製）４ｇ（Ｂ－４）からなる、粘着剤樹脂組成物を作製した。
　前記粘着剤樹脂組成物を酢酸エチルで希釈した固形分濃度５０％希釈溶液とし、剥離処
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理したポリエチエレンテレフタレートフィルム（三菱樹脂社製　ダイアホイルＭＲＶ－Ｖ
０６　厚さ１００μｍ）上に、乾燥後の厚みが１５０μｍとなるように塗布し、乾燥させ
た後、剥離処理したポリエチエレンテレフタレートフィルム（三菱樹脂社製　ダイアホイ
ルＭＲＱ　厚さ７５μｍ）を粘着面に被覆し、２３℃湿度４０％にて１週間養生して架橋
反応を進行させ、厚さ１５０μｍのシート状の粘着材５を作製した。
　そして、この粘着材５を用いて、紫外線を照射しない事以外は実施例１と同様に画像表
示装置構成用積層体を作製した。
【００８３】
［評価］
（架橋前の粘着材の保持力）
　実施例及び比較例で作製した粘着材１～５を４０ｍｍ×５０ｍｍに裁断して片面の離型
フィルムを剥がし、裏打用のＰＥＴフィルム（三菱樹脂製ダイアホイルＳ－１００、厚さ
３８μｍ）をハンドローラで背貼りした後、これを巾２５ｍｍ×長さ１００ｍｍの短冊状
に裁断して試験片とした。次に、残る離型フィルムを剥がして、ＳＵＳ板（１２０ｍｍ×
５０ｍｍ×厚さ１．２ｍｍ）に対して、貼着面積が２０ｍｍ×２０ｍｍとなるようハンド
ローラで貼着した。その後、試験片を４０℃の雰囲気下で１５分養生させた後、試験片に
５００ｇｆ（４．９Ｎ）の錘を垂直方向に取り付けて掛けて静置した後、錘の落下時間（
分）を測定した。３０分以内に落下しなかったものについては、ＳＵＳと試験片との貼着
位置が下方にズレた長さ（ｍｍ）、すなわちズレ量を測定した。この時、錘の落下時間が
２０分以上であれば十分な保持力を有しており、加工性および保管安定性が優れているこ
とを示唆している。なお、表中の「＜０．５ｍｍ」はズレ長さが０．５ｍｍ未満で、ほと
んどズレのない状態を意味している。
【００８４】
　また、実施例及び比較例で作製した粘着材１～５について、上記保持力測定と同様にし
て、ＳＵＳ板と試験片との積層体を作成した。７０℃の雰囲気下で１５分養生させた後、
試験片に５００ｇｆ（４．９Ｎ）の錘を垂直方向に取り付けて掛けて３０分間静置した後
、錘の落下時間（分）を測定した。３０分以内に落下しなかったものについては、ＳＵＳ
と試験片との貼着位置が下方にズレた長さ（ｍｍ）、すなわちズレ量を測定した。
　この時、落下時間が５分未満であれば、加熱によって高い流動性を発現し、凹凸追従性
や被着体への濡れ性が高められることを示唆している。
【００８５】
（架橋後の粘着材の保持力）
　実施例及び比較例で作製した粘着材１～５について、上記保持力測定と同様にして、Ｓ
ＵＳと試験片との積層体を作成した後、波長３６５ｎｍの紫外線が粘着シートに２０００
ｍＪ／ｃｍ２到達するよう、光量計（ウシオ電機社製、ＵＮＩＭＥＴＥＲ  ＵＩＴ２５０
／センサー：ＵＶＤ－Ｃ３６５）で積算光量を確認しながら裏打用のＰＥＴフィルム側か
ら高圧水銀ランプを用いて紫外線照射し、工程（３）における光硬化後の透明両面粘着シ
ートに相当する試験片を作製した。
　その後、試験片を４０℃および７０℃の雰囲気下で１５分養生させた後、試験片に４．
９Ｎの錘を垂直方向に取り付けて掛けて３０分間静置した後、ＳＵＳと試験片との貼着位
置が下方にズレた長さ（ｍｍ）を測定した。試験片が殆ど動かず、ズレ長さが０．５ｍｍ
未満のものについては、表中「＜０．５ｍｍ」と表記した。
　この時、試験片が殆ど動かなければ、粘着材が高い凝集力を有しており、耐発泡信頼性
に優れていることを示唆している。
【００８６】
（ヘイズ）　
　粘着材１～５の一方の離型フィルムを剥がして露出した粘着面を、ソーダライムガラス
（８２ｍｍ×５３ｍｍ×０．５ｍｍ厚）にロール圧着した。次いで残る離型フィルムを剥
がし、ゼオノアフィルム（日本ゼオン製、１００μｍ厚）をロール貼合した後、オートク
レーブ処理（８０℃、ゲージ圧０．２ＭＰａ、２０分）を施して仕上げ貼着し、積層体を
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　前記積層体について、ヘイズメーター（日本電色工業株式会社製　ＮＤＨ５０００）を
用いて、初期ヘイズ並びに６５℃９０％ＲＨの湿熱環境下にて１００時間保管した後のヘ
イズ値（表の「湿熱試験後ヘイズ」）をＪＩＳ　Ｋ７１３６に準じて測定した。
【００８７】
（加工適性）
　粘着材１～５を、離型フィルムを積層したままトムソン打抜機を用いて５０ｍｍ×８０
ｍｍのトムソン刃で１００枚カットし、端部の形状を観察した。端部の潰れや糊はみだし
、離型フィルムの浮きが２０枚以上みられたものを「×」と評価し、２０枚以上無かった
ものを「○」と判定した。
【００８８】
（粘着材の保管安定性）
　上記加工適性評価で作製した粘着材１～５の裁断品を１００ｍｍ×１００ｍｍ×３ｍｍ
のガラス板間に挟むように積層し、天面のガラス板に１ｋｇの錘を乗せて４０℃で６５時
間静置した。
　養生後に粘着材がつぶれ、糊はみ出しが顕著に見られたものを「×」、糊はみだしがわ
ずかに見られたが、実用性に問題ないものを「○」、糊はみ出しが見られなかったものを
「◎」と判定した。
【００８９】
（接着力）
　粘着材１～５の一方の離型フィルムを剥がし、裏打ちフィルムとして５０μｍのＰＥＴ
フィルム（三菱樹脂製ダイアホイルＴ１００　厚さ５０μｍ）を貼合した。
　上記積層品を長さ１５０ｍｍ、巾１０ｍｍに裁断した後、残る離型フィルムを剥がして
露出した粘着面をソーダライムガラスにロール圧着した。貼合品にオートクレーブ処理（
８０℃，ゲージ圧０．２ＭＰａ，２０分）を施して仕上げ貼着した後、粘着材１～４の試
料については紫外線を３６５ｎｍの積算光量が２０００ｍＪ／ｃｍ2となるよう照射して
粘着材を硬化し、２３℃、５０％ＲＨで１５時間養生して、剥離力測定試料とした。
　粘着材５については、架橋反応がすでに終了しているため、紫外線照射等の後硬化処理
を行わず、そのまま剥離力測定試料とした。
　上記剥離力測定試料を、２３℃４０％ＲＨの環境下にて剥離角１８０°、剥離速度６０
ｍｍ／分で引き剥がしたときのガラスへの剥離力（Ｎ／ｃｍ）を測定した。
【００９０】
（貼合性）
　加工性評価にて裁断した粘着材１～５の一方の離型フィルムを剥がして露出した粘着面
を、周縁部５ｍｍに厚さ８０μｍの印刷を施したソーダライムガラス（８２ｍｍ×５３ｍ
ｍ×０．５ｍｍ厚）の印刷面に、粘着材の４辺が印刷段差にかかるようにして真空プレス
を用いてプレス圧着した（絶対圧５ｋＰａ、温度８０℃、プレス圧０．０４ＭＰａ）。次
いで残る離型フィルムを剥がし、ゼオノアフィルム（日本ゼオン製　１００μｍ厚）をプ
レス貼合した後、オートクレーブ処理（８０℃、ゲージ圧０．２ＭＰａ、２０分）を施し
て仕上げ貼着し、積層体１～５を作製した。
　作製した積層体１～５を目視観察し、印刷段差近傍で粘着材が追従せず気泡が残ったも
のを「×」、フィルムが段差近傍で屈曲し、歪むことによる凹凸ムラが見えたものを「△
」、気泡なく平滑に貼合されたものを「○」と判定した。
【００９１】
（耐発泡信頼性）
　実施例及び比較例にて作製した積層体１～５について、８５℃、８５％ＲＨの環境下で
１００時間保管した後の外観を目視観察し、環境試験後に粘着材の変形や発泡、剥離が生
じたものを「×」、なきものを「○」と判定した。
【００９２】
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【表１】

【００９３】
【表２】

【００９４】
（考察）
　実施例のシート状の粘着材は、アクリル酸エステル共重合体中のマクロモノマーが凝集
成分として寄与する結果、未架橋状態においても高い保持力を示し、加工性や保管安定性
に優れたものであった。また、実施例の粘着材は、加熱により高い流動性を発現すること
から、貼合時に加熱し溶融させることで、凹凸面への追従性に優れるばかりか、被着体の
一方がフィルムのような剛性の低い素材であっても段差近傍で屈曲を生じず、平滑な積層
体を得ることができた。さらには、積層体とした後に紫外線照射し粘着材を硬化させるこ
とで、高温高湿下等の苛酷な環境試験下においても剥離や発泡、変形を生じず、高い信頼
性をもつ積層体を得ることができた。
【００９５】
　これに対し、比較例１は、マクロモノマーを含まないアクリル酸エステル共重合体を用
いたシート状の粘着材であるため粘着剤としての凝集力が低く、加工性や保管安定性が得
られなかった。
　比較例２は、紫外線照射によって粘着剤樹脂組成物が一部架橋しているため保管安定性
や裁断加工性には優れるものの、印刷段差尽きガラスとフィルムとを積層する際、フィル
ム側に印刷段差による凹凸が転写し平滑な積層体が得られないばかりか、印刷段差が交差
する角部付近では一部粘着剤が充填しきれず気泡が残る結果となった。また、段差近傍の
粘着材の歪みをきっかけに高温高湿試験下で発泡し、保管安定性に劣るものであった。
　比較例３は、粘着剤樹脂組成物の架橋反応が、部材へ貼合する前段階で既に完了してい
るため、粘着材単独での加工性や保管安定性には優れるものの、貼合面の段差部を平滑に
埋められるものではなかった。
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【００９６】
　以上の実施例の結果並びにこれまで発明者が行ってきた試験結果から、枝成分としてマ
クロモノマーを備えたグラフト共重合体からなるアクリル系共重合体（Ａ）と、架橋剤（
Ｂ）と、光重合開始剤（Ｃ）とを含有する粘着剤樹脂組成物から成形した単層又は多層の
透明両面粘着材を用いれば、実施例同様に２つの画像表示装置構成部材を接着させること
ができるものと考えることができる。
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